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１．第二次山口市協働推進プラン後期推進計画策定 1

く
り



２．地域づくり重点プロジェクト 2

重点プロジェクトの視点



重点プロジェクト（１）

地域づくり活動の活性化プロジェクト
３



重点プロジェクト（２）

地域の未来を担う人づくりプロジェクト
４



重点プロジェクト（３）

安心して暮らせる基盤づくりプロジェクト
５



３．施策体系 ６

地域を思い、人々が集い 行動する "地域経営"へ
～ 共に話し、共に汗をかく ～

基本施策Ⅰ 地域づくりへの参画の意識づくり

（１） 地域の情報発信の強化

（２） 「話し合い」による地域資源や課題の共有の促進

（３） 幅広い世代の参画の促進

（４） 地域に飛び出す行政職員の育成

基
本
事
業

基
本
事
業

基本施策Ⅱ 地域づくりの担い手の確保、育成の推進

（１） 地域を支える人づくりの仕組みの構築

（２） 市民活動団体の育成と支援の強化

（３） 外部人材の活用と受入の促進

（４） 事業者と連携した地域づくりの推進

基本施策Ⅲ 地域経営に向けた支援の充実と体制整備

（１） 地域経営に向けた基盤の強化

（２） 地域を支える体制の構築

（３） 地域間交流と連携の促進

（４） 庁内における支援体制の確立

基
本
事
業

基本施策Ⅳ 地域での豊かな暮らしの確保に向けた取組の推進

（２） 「小さな拠点」づくりの推進

（１） 暮らしの確保に向けた取組の推進
基
本
事
業



４．事業報告 【基本施策Ⅰ】 ７

基本施策Ⅰ 地域づくりへの参画の意識づくり

（１） 地域の情報発信の強化

（２） 「話し合い」による地域資源や課題の共有の促進

・各地域交流センターにおいて、地域づくり協議会や連合自治会が開設するフェイスブックやインスタグラムの運用支援を行うととも
に、市ウエブサイトの協働推進課のページおいて、 各自治会等及び各地域のまちづくり協議会の取組実績や特徴的な事例などを
紹介し、地域内外で情報共有できるよう情報発信を行った。

・各地域交流センターにおいて、地域住民の課題の共
有等に向けた「話し合いの場」としてワークショップの開催
や、地域で楽しく交流ができるマーケットやふれあいの居
場所づくりを開催し、住民同士が交流しながら話し合いを
行う場の創出を図った。



４．事業報告 【基本施策Ⅰ】 ８

基本施策Ⅰ 地域づくりへの参画の意識づくり

（３） 幅広い世代の参画の促進

（４） 地域に飛び出す行政職員の育成

・市職員がボランティアとして地域活動に参加する「地域活動応援隊」制度を積極的に活
用し、各地域で行われる地域のお祭りや運動会において、市職員が準備や当日運営に積
極的に関わる機会を提供し、市職員の地域行事への参画を促進した。
・市職員が地域づくりや市民活動に関心を高めるため、地域交流センターの新任職員を
対象とした研修を実施するとともに、入庁２年目の若手職員を対象に「協働」の意識を高
める研修会を実施した。

・各地域交流センターにおいて地域づくり協議会と連携して、ふるさとについて学ぶ機会の提供として、地域の史跡や資源を活用し
たふるさと探訪などの実施や竹細工やしめ縄づくり体験など三世代交流の推進を図った。また、小中高生を中心に地域課題等を子
どもの視点で考える「子ども未来プロジェクト」などの実施に対する支援を行った。
・次代を担う子供たちに地域活動へ関心を持ってもらい、地域の一員としての自覚や郷土愛、ボランティア意識を高めることを目的
として、小中学生を対象に絵画コンクールを実施し、受賞者に対し表彰式を行った。（応募数323点）



４．事業報告 【基本施策Ⅱ】 ９

基本施策Ⅱ 地域づくりの担い手の確保、育成の推進

（１） 地域を支える人づくりの仕組みの構築

（２） 市民活動団体の育成と支援の強化

・地域の未来を担う人づくりを推進し、担い手の発掘や育成につなげるため、各地域交流センターにおいて地域づくり協議会と連携し
て、中高生等が地域のお祭りや運動会で企画や運営スタッフとして参画するしくみづくりを行うとともに、年齢や性別、国籍等に関係
なく、様々な立場の地域住民が地域活動に参加できる機運を高めるため、国際交流カフェ（仁保）や地域在住の海外出身者を講
師に招いて講座（徳地）を実施した。

・市民活動支援センター「さぽらんて」では、市民活動団体の人材育成を目的とした
「Google フォーム」の使い方講座の開催や地域課題・社会貢献について学ぶ大学生
のインターンの受入れを行った。
・地域等が抱える社会課題に対して、市内の関係団体（市民活動団体、企業、行政
等）がその解決に向けた話し合いをする円卓会議（さぽカフェ）を開催し、令和5年度は、
「SDGs（環境保全）」及び「学校に行かない子どもの居場所づくり」について話し合いを
行い、各団体の取組の参考とするとともに団体間の連携強化を図った。



４．事業報告 【基本施策Ⅱ】 10

基本施策Ⅱ 地域づくりの担い手の確保、育成の推進

（３） 外部人材の活用と受入の促進

（４） 事業者と連携した地域づくりの推進

・地域に必要な新たな担い手の確保及び新たな視点で地域の魅力や地域資源を再発見し、地域の活性化に生かすため、地域
おこし協力隊を活用するとともに、移住・定住の促進に向けて、地域型空き家・空き地バンク制度の導入を検討する地域へ制度の
説明や導入支援を行っている。

・大内まちづくり協議会が開催する「おおうち産業フェア」において、大内地域の企業や
団体と地域住民との交流の場を支援した。大内地域内にある15の企業や団体が出
展され、事業の紹介や販売、体験を通して、地域の事業者と来場者約600人との交
流が盛んに行われた。

・しごと・くらし、ワーケーションが体験できるプログ
ラムを実施し、地域住民との交流を図りながら、
地域への移住や二拠点生活、関係人口の創出
を促進している。
・地域づくり協議会に対し、地域づくりアドバイ
ザーを派遣し、その活動に助言等を行っていた
だくことで、活動の支援及び活性化を図っている。



４．事業報告 【基本施策Ⅲ】

基本施策Ⅲ 地域経営に向けた支援の充実と体制整備

（１） 地域経営に向けた基盤の強化

（２） 地域を支える体制の構築

・「自治会長情報交換会」を開催し、少子高齢化や人口減少によって自治会活動がで
きない、また担い手がいないなど、自治会についての悩みや活動の工夫を共有する場
を提供したところ、小郡、秋穂、嘉川、阿知須地域の自治会長や自治会活動に携わっ
ておられる３６名の方が参加された。４つの自治会による事例発表の後、参加者同士
で意見交換を行っていただいたことにより、参加者同士の情報共有を図るとともに、モ
チベーション向上に努めた。

・国のデジタル活用支援推進事業を活用して地域の団体や企業と連携したスマートフォ
ン講座を地域交流センターや各地で実施した。
・市がＫＤＤＩ維新ホール内に設置した産業交流スペースにおいて、地域課題の解決等
を含む、様々なビジネスに関する相談に応じることで、コミュニティビジネスの動きを支援
した。
・地域における相談体制の充実を目指し、地域交流センター窓口においても、待ち時間
の短縮や、事務の効率化を図るため、まずは新本庁舎でのデジタル技術を活用した総
合窓口機能の開設に向けた検討を実施するとともに、現状の窓口における課題を把握
するため、窓口利用体験調査などの取組を進めた。
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４．事業報告 【基本施策Ⅲ】

基本施策Ⅲ 地域経営に向けた支援の充実と体制整備

（３） 地域間交流と連携の促進

（４） 庁内における支援体制の確立

・市ウエブサイトの協働推進課のページおいて、各地域における
取組事例を紹介し、地域間で情報共有ができる基盤づくりを進
めた。
・令和６年２月に「キッカケ見つけ隊２１」を開催し、地域づくり協
議会の役員や部会員、事務局員及び地域づくりの活動に興味が
ある方に対し、他地域における取組や課題を共有していただくと
ともに、地域間の交流を図った。
・大殿、白石、湯田の3つの地域づくり協議会による情報交換会
の開催や、 阿東、徳地、仁保、小鯖、宮野、大内の各自治会連
合会の役員による意見交換会を開催する等、地域間交流と連
携を支援した。

・庁内の協働による円滑な地域づくりの推進体制として、「政策管理室長会議」を推進会議と位置付け、地域づくりにおける部
局間の調整を必要に応じ実施する。
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４．事業報告 【基本施策Ⅳ】

基本施策Ⅳ 地域での豊かな暮らしの確保に向けた取組の推進

（１） 暮らしの確保に向けた取組の推進

（２） 「小さな拠点」づくりの推進

・市内８地域（小鯖、宮野、小郡、嘉川、佐山、阿知須、徳地の藤木、吉敷）において、地域主体のコミュニティタクシーが運行され
ており、地域、市、事業者が協働して移動手段の確保に努めた。
・地域内での生活課題の共有を促進するため、小地域福祉活動計画の策定及び小地域福祉活動計画進行管理を山口市社会福
祉協議会に委託する形で支援した。
・市内21地域で支え合いの仕組みづくりが拡大できるよう、生活支援コーディネーターの活動を支援するとともに、地域支え合い推
進会議を開催することで、関係機関と支援に向けた情報共有を行った。
・高齢者の生活支援及び介護予防の体制づくりに取り組む住民主体の活動団体へ補助金を交付し、かつ継続して活動が行えるよ
うに運営費を補助する体制を整備した。
・２１地域単位での防災活動（啓発、訓練、資機材等整備）を実施しつつ、自主防災組織の育成及び活動支援のために、防災資機
材の整備や防災活動の補助金の交付、防災講座やリーダー養成講座の実施、自主防災だよりの発行等を行った。

・山口県農業試験場跡地利用基本構想（R5.3策定）に、大内地域交流センター等を
核とした、地域の交流空間の形成が位置付けられたことから、移転整備に向け取り組
んだ。
・地域に必要な新たな担い手となる人材を確保するために、地域おこし協力隊等の外
部人材を活用した。
・関係人口の拡大に向けて、都市部の人材と地域を繋ぐコーディネーターを育成すると
ともに、地域で関係人口を受け入れる体験ツアー「関りしろ創出モデル事業」を実施し
た。
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５．重要目標達成指標（KGI)

（１） 住んでいる地域へ愛着や誇りを感じている市民の割合

（２） 地域行事や市民活動に積極的に参加している市民の割合

※プラン策定時市民アンケートの数値（次回アンケートはR9年実施予定）

14

・令和4年度実績値と比較し、2.3ポイント増加した。新型コロナウイルス感染症が5類に移行されたことで、徐々に地域活動・市民活
動が再開され、参加しやすい環境が整ってきたことが要因と考えられる。

・令和4年度実績値と比較し、0.5ポイント減少したが、ほぼ横ばいで推移している。今後も安心して地域に住み続けられるよう、必要
なサービスや移動手段の確保等について、市民と行政が協働で取り組んでいく必要がある。

（３） 日常生活に必要なサービスが確保されていると思う割合

・第二次山口市協働推進プラン後期推進計画の実行にあたり、計画期間中の達成状況を明示するための総合的な指標として、
3つの重要目標達成指標（KGI)を設定しています。

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H29）

85.0％-67.0％74.7％

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H29）

60.0％51.9％49.6％54.5％

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H29）

67.5％64.5％65.0％58.2％



５．重要業績評価指標（KPI)

■住んでいる地域の良さや課題が地域住民の間で共有されていると思う割合

■地域づくりに関する研修会の参加者数

・令和4年度実績値と比較し2.8ポイント増加した。引き続き、地域づくり協議会と連携し、それぞれの地域が持つ個性や資源などの
地域の良さを掘り起こすとともに、地域の課題の解決につながる意識の共有を図っていく。
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・令和4年度実績値と比較し32人減少した。これは、自治会や地域づくり協議会を対象とした研修会において、前年に比べ参加者
が減少したことによるもの。今後は、研修内容について、対象者のニーズに即した内容を検討していく必要がある。

・第二次山口市協働推進プラン後期推進計画期間中における各施策の達成状況を図るため、それぞれの施策に重要業績評価
（KPI)を設定しています。

基本施策Ⅰ 地域づくりへの参画の意識づくり

基本施策Ⅱ 地域づくりの担い手の確保、育成の推進

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H29）

50.0％48.6％45.8％42.8％

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（R4）

250人156人同左188人



５．重要業績評価指標（KPI)

■地域づくり協議会と市が連携して地域課題解決に向けて取り組んでいる事業数

■地域づくり協議会と連携して取組まれている生活支援サービス事業数

・令和4年度実績値と比較し20事業増加した。新型コロナウイルス感染症が5類に移行されたことで、それまで制約されていた地域
のお祭りや運動会などの地域住民の親睦行事が再開され、地域交流センターを中心に地域づくり協議会と連携して人と人との交流
の場づくりが進んだことが大きな要因となったと考えられる。
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・令和4年度実績値と比較し2事業減少したが、ほぼ横ばいで推移している。主には高齢者に対する見守り活動、ふれあい給食サー
ビスや小中学生の登校の見守り活動など実施しており、今後も地域住民の安心した暮らしの確保につながる取組を行っていく必要
がある。

基本施策Ⅲ 地域経営に向けた支援の充実と体制整備

基本施策Ⅳ 地域での豊かな暮らしの確保に向けた取組の推進

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H28）

100事業105事業85事業57事業

目標値（R9)実績値（R5)実績値（R4)基準値（H28）

90事業70事業72事業55事業


